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建築一式工事

 住 所

（資格）　監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を保有する一級建築施
工管理技士又は同等以上の資格を有する者を専任で配置すること。

　屋根・防水の部分改修及び外壁他部分補修・改修、内装の部分改修

【電気設備工事】

　空調設備機器類他取替え等改修

【機械設備工事】

　請負金額が1億円以上の建築一式工事の受注実績があること。

配置予定技術者の
資格及び施工実績

　ただし、元請として請負い平成26年4月1日以降に完成引き渡し済みの工事。なお、
共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。

工　　期
南部町議会においてこの契約に係る議決のあった日の翌日から令和７年１月31日ま
で

競争入札参加資格

　RC造地上2階・PH1階建　建築面積922．55㎡延べ面積1,736.07㎡

【建築主体工事】

　LED照明器具未交換箇所のLED照明器具への取替え等改修

【アルカディア文化館改修工事】（建築）

令和6年4月15日
南部町長　　佐 野　和 広　　　           

南部町公告 ２ 号

工 事 名 南部町アルカディア文化館改修工事

事 業 名 過疎対策事業

入札(契約)番号 8

一般競争入札公告　

　南部町が発注する次の工事は、一般競争入札により行いますので、入札参加資格等について地方自治法施行
令第１６７条の６第１項の規定により公告します。

一般競争入札公告個別事項

工 事 場 所 山梨県南巨摩郡南部町　大和３６０番地

　現昇降機（枠、かご・扉そのまま）機器類・部品類取替え等改修

適用分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施義務

工事概要

1 工事内容

【昇降機設備工事】

3 予定価格 金 　　１８０，３００，０００円　（消費税及び地方消費税相当額を除く）

参加資格

　峡南建設事務所・中北建設事務所（峡北支所管内を除く）管内本社・本店所在地

3 企業の施工実績

4

（施工実績）　監理技術者、主任技術者は、平成26年4月1日以降に「3の企業実績」
と同様の施工従事経験を有する者

　令和５・令和６年度南部町入札参加資格者名簿に登載されている者で、直近の経
営事項審査結果の建築一式工事における総合評定値が、950点以上であること。2

設計受託業者 株式会社　馬場設計 甲府市塩部4-15-8
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紙入札

様
式

令和6年5月16日

令和6年5月17日

南部町役場　財政課

電話　0556-66-3403     FAX 0556-66-2190

資料の記載方
法等に関する
問い合わせ先

　令和6年5月16日　(予定)

落 札 決 定 結 果
（ 質 問 ）

落 札 者 決 定 日

工事費内訳書

経営審査結果通知書写し

申し立て

〒409-2192　山梨県南巨摩郡南部町福士28505番地2

 紙入札

1 参加申請時

落 札 決 定 結 果
（ 回 答 ）

誓約書（様式第5号）

条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式第1号）

同種工事等の施工実績調書（様式第2号）

提 出 方 法

日 程

　令和6年4月15日

　令和6年4月15日

　令和6年5月1日

　令和6年4月15日

　令和6年5月1日

2

設計図書等配布
開 始 日

〃
締 切 日
設計書の内容に関
する質問提出期限

　令和6年5月7日

7 仮 契 約 日

4

3

参 加 申 請 受 付
開 始 日

　令和6年5月1日

入 札 方 法

設計書の内容に関
す る 質 問 回 答 日

入 札 日

〃
締 切 日

6

2 入札時

公      告      日

提出書類

入札書

配置予定技術者調書（様式第3号）

委任状（様式第4号）　※代理人の場合

　令和6年5月17日　(予定)

　令和6年5月15日　午前10:30　　南部町役場本庁舎2階　会議室
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(10)　公告の日以降に山梨県及び南部町建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成15年3月1日

(5)  建設業法に基づく適正な技術者１名を配置できる者であること。また、配置する技術者については、当該建

(6)  対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業

   施行。以下「指名停止措置要領」という。）に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。

   者でないこと。

   雇用関係があること）がなければならず、配置技術者の工期途中での交代は、死亡、傷病又は退職等、町が

１  一般競争入札の参加資格

(9)　会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申し立て、又は民事再生法(平成 11年法

      令和５・６年度南部町入札参加資格者名簿に登載されている者のうち、この公告で定める入札参加申

一般競争入札公告共通事項

   団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴力団員でないこと。

(4)  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力

   であること。

　請受付締切日から落札決定までの 期間（（８）、（９）にあっては、それぞれ定める期間）に、次に掲げる

(3)   地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第１項の規定に該当しない者及び同条第２項の

   こと。

(2)  経営事項審査を受けている者で、原則としてこれに係る経営事項審査結果通知書を提示できる者である

   を満たすことを誓約したものとみなす。

   　なお、確認のための資料を求めない参加資格については、入札参加資格の申請を行った者は当該要件

　要件の全てを満たしている者であること。

   いこと。

(7)  この公告の日の６月前の日から落札者決定までの間に手形及び小切手の不渡りを出した者でないこと。

(1)  一般競争入札公告個別事項 (以下「個別事項」という。) の「参加資格」に記載した要件を全て満たす者

   候補技術者を配置予定技術者として提出できる。

   を配置予定技術者として提出できる。また、入札参加資格確認資料提出時において施工中の工事と重複の

      なお、入札参加資格確認資料提出時に配置予定技術者の提出が必要な場合には、複数の候補技術者

   認める理由のほかは、原則として認めない。

   規定に基づき、南部町の入札参加の制限を受けていない者であること。

(8)  この公告の日の２年前の日から落札者決定までの間に不渡りによる取引停止処分を受けている者でない

   始の決定を受けた後、入札参加申請締切日までに競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。) でな

  律第225号)に基づく民事再生手続開始の申し立てがなされている者 (更正手続開始又は民事再生手続開

   こと。

   設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係（入札参加の申し込みを行った日以前に３ヶ月以上の期間、継続した



4  問い合わせ先

2   設計図書等の配布

(2)  配布方法

(1)  配布期間

      「個別事項」に記載のとおり。

(1)  入札参加資格確認資料等の記載方法に関する事項

南部町教育委員会　生涯学習課　(南部町内船4473-1 南部町役場分庁舎内)　において直接受領すること。

      「個別事項」に記載の配布開始日から締切日までの閉庁日を除く毎日、午前９時から午後４時３０分まで

5  入札参加資格の確認等

(2)  申請方法

　　　南部町役場 財政課に持参することとし、郵送又は電送によるものは受付けない。

   イ  回答方法

　　　　南部町教育委員会　生涯学習課 アルカディア文化館

   （ただし、正午から午後１時までを除く。）

(2)  設計書の内容に関する事項

(1)  受付期間

   （ただし、正午から午後１時までを除く。）

      「個別事項」に記載の受付開始日から締切日までの閉庁日を除く毎日、午前９時から午後４時３０分まで。

        「個別事項」に記載の日までに、南部町財政課に書面で質問すること。

(1)  入札参加資格の確認は、入札後、落札候補者に対して行う。(事後審査方式)

6  申し立て

   ア  申し立て方法

      質問は、ホームページに掲載した様式に質問内容等を入力のうえ、下記の電子メールアドレスに

   　添付し送信すること。質問に対しては、令和6年5月7日までにその回答をホームページに掲載する。

(1)  非落札者が落札者の決定結果について詳細な説明を求める場合

　　　　　℡：0556-62-9292

(2)　回答の説明に不服のある者は、書面での回答を受け取った日から７日目（閉庁日を含まない。）

        原則として、「個別事項」に記載する日までに、書面で回答する。

           南部町役場　財政課      南部町福士28505番地2　　電話0556－66－3403

　すること。

  の午後５時までに書面により、町長に対して再度、申立てを行うことができる。なお、書面は下記に持参

　　　　　メールアドレス：bunkakan@town.nanbu.yamanashi.jp

3  入札参加資格申請の受付期間及び申請方法



  無効とする。

  については明細書又は単価表を添付すること。

(6)  最低制限価格の設定

      あり　（南部町建設工事最低制限価格制度実施要領に基づき設定する。）

(1)  入札期間及び開札予定日時

7  入札等の日時

      落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

(2)  入札書に記載する金額

      「個別事項」に記載のとおり。

(4)  町長は、審議結果を踏まえたうえで、審議の報告を受けた日の翌日から起算して７日（閉庁日を含まない。）

      現場説明会及びヒアリングは行わない。

(1)  現場説明会等

8  入札手続等

      入札に際し工事費内訳書を提出すること。工事費内訳書は本工事費内訳書の様式に準じて作成し、数

(4)  対象工事と直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の契約の相手方との随意契約により締結する

  っても、入札時においてこの公告に掲げる参加資格のいずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は

(3)  入札の無効

   １１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

   ので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の

      無し

   予定の有無　　

   た金額 (当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額) をもって落札価格とする

   以内に、その結果を申し立て者に回答する。

(3)　再度の申し立てがあった場合は、町長は、速やかに建設工事指名業者選考会議に審議を依頼するものとする。

   た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。なお、入札参加資格の確認を受けた者であ

      この公告に示した入札参加資格の無い者の行った入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行っ

      1回　とする。

(5)  入札執行回数

   る条例」（平成15年南部町条例第56条）第２条の規定により、南部町議会において議決に付す必要のあ

      この公告に係る契約は、「南部町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分の範囲を定め

(8) 契約の確定

(7)  工事費内訳書の提出

  量、単価及び金額等を明らかにすること。なお、本工事費内訳書において、数量、単価の明示のない項目

   る契約であるので、議決があるまでの間は仮契約とし、議決を得たときに契約が成立するものとする。ただ



   合において、町は損害賠償の責めを負わないものとする。

      免除する。

9  入札保証金

   指名停止期間が２週間以下のものを除く。）は、この契約を解除し、本契約を締結しないものとする。この場

   等措置要領に基づく指名停止措置を受けた場合（工事関係者事故に係る措置基準に基づく指名停止で、

   る競争参加資格の要件を満たさなくなったとき又は山梨県及び南部町建設工事請負契約に係る指名停止

   し、落札者（共同企業体の場合はその構成員を含む。）が仮契約期間中に当該工事の入札公告に掲げ

(3)  「1　一般競争入札の参加資格」(6)に示した「当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設

    建設業者

      適用する。ただし、部分払を選択した場合に限る。南部町財務規則の規定による回数の範囲内とする。

     超える出資をしている建設業者

   資格申請を行った者については、指名停止措置要領に基づき指名停止を行うことがある。

   ア  当該受託者の発行済み株式総数の100分の50を超える株式を有し、又はその出資総額の100分の50を

(1)  入札参加者は、入札心得及び仕様書等を熟読のうえ、入札に参加すること。

(3)  部分払

   業者」とは、次のア又はイに該当する者である。

   らない。

   合には、契約条項に基づき契約を解除することがあり、契約者は談合に対する違約金を支払わなければな

      入札に参加しようとする者は、談合を行ってはならない。また、契約後に談合の事実が明らかになった場

(5)  談合の禁止及び談合に対する契約解除・違約金規定

   イ  建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合における当該

(4)  入札参加資格確認資料に虚偽の記載をした者又は入札参加資格を満たさないにもかかわらず入札参加

12  その他

(2)  提出された申請書及び資料は、当方において公表し又は無断で使用することはしない。

      適用する。金額は、契約金額の１０分の２以内とし、１万円未満の端数は切り捨てる。

(2)  中間前金払

   保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。

      適用する。金額は、契約金額の１０分の４以内とし、１万円未満の端数は切り捨てる。

10  契約保証金

   金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行

(1)  前金払

      落札者は契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、国債の提供又は

11  支払条件


